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空
き
家
バ
ン
ク
制
度
に
登

録
し
ま
せ
ん
か�

無
料

内
空
き
家
を
有
効
活
用
す
る
た
め
の

情
報
提
供
サ
イ
ト
を
開
設
し
ま
し
た
。

空
き
家
物
件
の
登
録
や
物
件
情
報
の

閲
覧
が
で
き
ま
す
。
空
き
家
の
売
買

な
ど
を
検
討
さ
れ
て
い
る
方
は
、
ぜ

ひ
空
き
家
バ
ン
ク
へ
の
登
録
を
お
願

い
し
ま
す
。

※
詳
し
く
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。

申
市
空
き
家
バ
ン
ク
サ
イ
ト
か
ら

問
開
発
建
築
指
導
課
☎
573
︱
２
７
５
１

暮
ら
し

食
品
衛
生
法
の
改
正
に
関

す
る
お
知
ら
せ

内
平
成
30
年
６
月
13
日
に
「
食
品
衛

生
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」

が
公
布
さ
れ
、
原
則
と
し
て
全
て
の

食
品
等
事
業
者
に
Ｈハ

サ

ッ

プ

Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
に

沿
っ
た
衛
生
管
理
の
実
施
が
求
め
ら

れ
ま
す
。
改
正
内
容
の
詳
細
に
つ
い

て
は
、
厚
生
労
働
省

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
確

認
く
だ
さ
い
。

※
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
と
は
、
原
料
の
受
入

か
ら
製
造
、
製
品
の
出
荷
ま
で
の
一

連
の
工
程
に
お
い
て
、
食
中
毒
な
ど

の
健
康
被
害
を
引
き
起
こ
す
可
能
性

の
あ
る
危
害
要
因
を
科
学
的
根
拠
に

基
づ
い
て
管
理
す
る
方
法
で
す
。

問
保
健
所
衛
生
課
☎
597
︱
６
３
５
８

交
通
事
故
防
止
市
民
総
ぐ
る
み
運
動

時
12
月
10
日
〜
令
和
２
年
１
月
７
日

内
交
通
事
故
防
止
の
た
め
ご
協
力
を

お
願
い
し
ま
す
。
❶
飲
酒
運
転
な
ど

悪
質
・
危
険
な
運
転
の
根
絶
❷
高
齢

者
と
子
ど
も
の
交
通
事
故
防
止
❸
夕

暮
れ
時
と
夜
間
の
交
通
事
故
防
止
❹

全
席
シ
ー
ト
ベ
ル
ト
着
用
と
チ
ャ
イ

ル
ド
シ
ー
ト
の
正
し
い
着
用
の
徹
底

問
生
活
課
☎
525
︱
３
７
８
７

働
く
婦
人
の
家
・
勤
労
青
少
年

ホ
ー
ム
臨
時
休
館
の
お
知
ら
せ

時
令
和
２
年
１
月
６
日
〜
３
月
11
日

内
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
改
修
工
事
の
た
め

※
受
け
付
け
お
よ
び
体
育
室
は
営
業
。

問
働
く
婦
人
の
家
・
勤
労
青
少
年

ホ
ー
ム
☎
531
︱
６
２
２
１

介
護
資
格
に
係
る
費
用
を

助
成

時
３
期
受
け
付
け
／
令
和
２
年
３
月

31
日
㈫
ま
で　
内
初
任
者
研
修
は
研

修
費
用
の
８
割
６
万
円
を
上
限
、
実

務
者
は
研
修
費
用
の
８
割
を
10
万
円

を
限
度
に
助
成　
対
介
護
分
野
に
就

職
希
望
の
学
生
・
一
般
求
職
者
な
ど

定
予
算
の
範
囲
内
（
受
け
付
け
初
日

午
前
９
時
の
時
点
で
申
請
多
数
の
場

合
抽
選
）
　
申
事
前
に
電
話
で
お
問

い
合
わ
せ
の
上
、
窓
口
で

問
商
業
労
政
課
☎
525
︱
３
７
２
０

浄
化
槽
の
適
正
な
維
持
管
理
を

内
❶
保
守
点
検
は
市
の
登
録
を
受
け

た
業
者
に
委
託
し
ま
し
ょ
う　
保
守

点
検
業
者
は
資
格
証
を
携
帯
し
て
い

ま
す
の
で
、
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

❷
定
期
的
な
清
掃
を

市
の
許
可
を
受
け
た
清
掃
業
者
に
委

託
し
て
、
年
に
一
回
以
上
清
掃
を
実

施
し
て
く
だ
さ
い
。

❸
法
定
検
査
の
受
検

法
定
検
査
は
、
保
守
点
検
・
清
掃
と

は
別
に
毎
年
受
検
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

申 

問（
公
社
）福
島
県
浄
化
槽
協
会

浄
化
槽
検
査
委
員
会
福
島
支
所

☎
531
︱
１
７
６
６

下
水
道
総
務
課
☎
525
︱
３
７
６
８

家
計
調
査
に
ご
協
力
く
だ
さ
い

内
こ
の
調
査
は
、
家
計
収
支
の
実
態

を
明
ら
か
に
し
、
社
会
・
経
済
諸
施

策
の
立
案
の
基
礎
資
料
作
成
の
た
め

に
行
い
ま
す
。
対
象
地
域
の
世
帯
に

調
査
員
が
伺
い
ま
し
た
ら
ご
回
答
を

お
願
い
し
ま
す
。

問
県
・
統
計
課
☎
521
︱
７
１
４
５

市
・
情
報
政
策
課
☎
525
︱
３
７
７
１

忘
年
会
・
新
年
会
も
２
０
２

０
運
動
に
ご
協
力
く
だ
さ
い

内
食
品
ロ
ス
削
減
の
た
め
宴
会
時
の
、

「
お
い
し
い
食
べ
き
り
！
２
０
２
０

（
に
い
ま
る
に
い
ま
る
）
運
動
」
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。「
最
初
と
最

後
の
20
分
間
」
は
自
分
の
席
に
着
い

て
料
理
を
残
さ
ず
食
べ
ま
し
ょ
う
！

問
ご
み
減
量
推
進
課
☎
525
︱
３
７
４
４

花のまちチャレンジガーデン
第15期メンバー募集

花で飾られているお庭などを一般公開し、地域の皆さんと交流を楽しめる方を募集。締め切り／令和２年
９月30日㈬まで（当日消印有効）※詳しくはお問い合わせください。� ■問／公園緑地課☎525－3737

携帯電話で市の情報が入手できます。
ふくしまウェブ携帯版 …携帯電話からhttp://www.city.fukushima.fukushima.jp/mobile/へアクセス

コ
ン
ビ
ニ
交
付
サ
ー
ビ
ス

は
年
末
年
始
も
一
部
店
舗

で
利
用
で
き
ま
す

※
詳
し
く
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

問
市
民
課
☎
573
︱
１
０
２
０

国
保
・
年
金

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の
請

求
手
続
き
は
お
済
み
で
す
か

内
令
和
元
年
４
月
１
日
時
点
で
老

齢
・
障
害
・
遺
族
基
礎
年
金
な
ど
を

受
給
し
、
日
本
年
金
機
構
か
ら
手
続

き
の
ご
案
内
を
お
送
り
し
て
い
る
方
、

令
和
元
年
４
月
２
日
以
降
に
支
援
給

付
金
に
該
当
し
た
方
は
、
12
月
末
日

を
過
ぎ
て
手
続
き
を
し
た
場
合
、
請

求
月
の
翌
月
か
ら
の
支
払
い
と
な
り

ま
す
。
お
手
続
き
は
忘
れ
ず
に
。

問
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
専
用
ダ
イ

ヤ
ル
☎
０
５
７
０
︱
05
︱
４
０
９
２

※
050
か
ら
は
じ
ま
る
電
話
で
か
け
る

場
合
は
☎
03
︱
５
５
３
９
︱
２
２
１
６

国
民
年
金
保
険
料
は
、
全
額
が

社
会
保
険
料
控
除
の
対
象
で
す

内
１
〜
12
月
に
納
付
し
た
国
民
年
金

保
険
料
は
、
所
得
税
お
よ
び
住
民
税

の
申
告
で
全
額
が
社
会
保
険
料
控
除

の
対
象
と
な
り
ま
す
。
11
月
上
旬
に
、

日
本
年
金
機
構
か
ら
「
社
会
保
険
料

（
国
民
年
金
保
険
料
）
控
除
証
明
書
」

が
送
付
さ
れ
て
い
ま
す
（
10
月
１
日

か
ら
12
月
31
日
ま
で
の
期
間
に
そ
の

年
に
初
め
て
保
険
料
を
納
付
さ
れ
た

方
は
令
和
２
年
２
月
上
旬
に
送
付
予

定
）。
年
末
調
整
や
確
定
申
告
で
、

国
民
年
金
保
険
料
の
申
告
に
お
使
い

く
だ
さ
い
。

問
ね
ん
き
ん
加
入
者
ダ
イ
ヤ
ル

☎
０
５
７
０
︱
003
︱
004

※
050
か
ら
は
じ
ま
る
電
話
で
か
け
る

場
合
は
☎
03
︱
６
６
３
０
︱
２
５
２
５

東
北
福
島
年
金
事
務
所

☎
535
︱
０
１
４
１
（
音
声
案
内
）

税

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
第
３
期

国
民
健
康
保
険
税
第
６
期

納
期
限
は
12
月
25
日
㈬

問
納
税
課
☎
525
︱
３
７
１
７

事
業
を
経
営
さ
れ
て
い
る
方
は

償
却
資
産
の
申
告
が
必
要
で
す

時
申
告
期
限
／
令
和
２
年
１
月
31
日
㈮

内
個
人
事
業
主
（
小
売
業
、
不
動
産

賃
貸
業
、
飲
食
業
、
売
電
、
農
業
な

ど
）
や
法
人
が
令
和
２
年
１
月
１
日

現
在
で
市
内
に
所
有
す
る
事
業
用
資

産
は
固
定
資
産
税
の
課
税
対
象
で
す
。

必
ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。
申
告
が

必
要
な
方
に
は
12
月
16
日
㈪
に
申
告

書
を
発
送
し
ま
す
。
届
か
な
い
場
合

や
新
規
で
申
告
書
が
必
要
な
方
は
ご

連
絡
く
だ
さ
い
。

申
告
が
必
要
な
償
却
資
産
／
❶
建
物

付
属
設
備
の
う
ち
固
定
資
産
の
家
屋

の
評
価
対
象
と
な
ら
な
い
も
の
❷
建

物
を
借
り
て
い
る
人
が
取
り
付
け
た

建
物
付
属
設
備
（
内
装
工
事
な
ど
）

❸
駐
車
場
舗
装
、
フ
ェ
ン
ス
な
ど
の

外
構
工
事
で
設
置
し
た
構
築
物
❹
太

陽
光
発
電
な
ど
機
械
装
置
、
工
具
、

器
具
、
備
品
❺
大
型
特
殊
自
動
車
❻

ビ
ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
な
ど
の
農
業
用
設

備問
資
産
税
課
☎
525
︱
３
７
３
０

　積雪時に道路の通行を確保するため、除雪車や凍結防止
剤散布車が作業をします。主に交通量の少ない深夜から早
朝に作業しますが、大雪または明け方の降雪で除雪が間に
合わない場合があります。ご理解とご協力をお願いします。
❶除雪車や凍結防止剤散布車への接近や無理な追い越し
をしないでください。

❷通行の妨げになる路上駐車はしないでください。
❸交通事故の原因や通行する人の迷惑になりますので、
道路に大量の雪を出さないでください。

❹水の溢れ・冠水の危険性があるため、側溝に雪を捨て
ないでください。

❺大型除雪車で行うため、やむを得ず玄関や車庫の前な
どに雪を寄せていく場合があります。

❻市で除雪できない生活道路や歩道、高齢者や障がい者
世帯の除雪に、地域の皆さんのご協力をお願いします。

■問／【市道】平日の日中：道路保全課　☎525−3754
平日の日中以外：市役所（代表）　☎535−1111
【県道】県北建設事務所管理課　☎521−2529
【国道4号・国道13号（平和通り〜中央郵便局前交差点）】
福島国道維持出張所　☎546−0524
【国道13号（中央郵便局前交差点より北、福島西道路）】
栗子国道維持出張所　☎0238−34−2221

道路除雪にご理解と
ご協力をお願いします

　行政サービスの提供には、市税・国民健康保険税などの
適切な納付による財源確保が必要です。市では納期内に納
付した方との公平性を保つため、相談がなく納付のない場
合は、預金・給与・売掛金・不動産などの財産の差し押さ
えや、公売などの滞納処分を行います。納期内の納付をお
願いします。
　なお、市税等の納付には便利で確実な口座振替がおすす
めです。

12月は年末納税推進強化月間です

市税・国保税 差押件数 公売実施件数
平成29年度 3,824件 ８件
平成30年度 2,363件 ７件

■滞納処分の基本的な流れ

納
期
限
を
過
ぎ
未
納

督
促
状
　
発
送

扌 扌
扌 扌

扌 扌

財
産
差
し
押
さ
え

催告書など
文書発送

財産調査
「預金」「給与」
「売掛金」
「不動産」など

不
動
産
な
ど
の
物
件
の

公
売
、
預
金・債
権
の

※
換か

ん
価か

❶ ❷ ❸ ❹ ❺

問納税課　☎525−3717

納
付
で
き
な
い
事
情
が

あ
る
方
は
必
ず
ご
相
談

く
だ
さ
い
。

※換価…税金に充てるため、財産を金銭に換えること

　本ガイドラインにより、太陽光発電事
業者に対し、景観や自然、安心安全な生
活環境との調和を図るなど、適切な事業
の実施を求めます。
■対象設備
　定格出力が10ｋＷ以上で、土地に自
立して設置される太陽光発電施設および
その付属設備
※ただし、建築物に該当するものなどを
除く。
■主な内容
❶近隣住民などへの説明会などによる
事業内容の周知

　❷発電施設に係る届出など
　❸発電事業者が遵守すべき事項
■届出方法
　環境課に備え付けの届出書（市ホーム
ページでも取得可）に必要事項を記入し、
必要書類を添付の上提出下さい。
※詳しくは市ホームページをご覧いただ
くか、お問い合わせください。

問環境課　☎525−3742

「福島市の豊かな自然と魅力ある景観を
次世代へ守り継ぐための太陽光発電施設の
設置に関するガイドライン」を策定しました


